
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１． 環境教育等の進め方   

環境教育等を総合的・体系的に推進し、環境保全の意欲の増進を図ることによって、府民による「環境保全活動」に取組みが広

がるよう、６つの柱を立て、相互に関連させながら環境学習や環境保全活動を推進。 
また、推進にあたっては、６つの柱ごとに長期目標と取り組みの方向を設定し、その実現に向けて施策を実施。 

２． ６つの施策の柱と取組みの方向等   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．適切な進行管理 

 環境教育等の施策については、毎年度、点検を行い施策に反映していく。 
 また、３年から５年を目途に進捗状況や効果を評価し、必要に応じ、今後のあり方を再検討する。 

  点検・評価の結果については、大阪府環境白書やホームページで公表する。 

１．目指すべき将来像 
  あらゆる主体の活動・行動のもと持続可能な社会をつくるため、目指すべき将来像を設定 

   ◆環境問題に気づき、学習し、主体的な判断ができる人が育つ 

   ◆環境問題の解決に向けて自ら進んで取り組む実践的な人や組織が育つ 

   ◆環境保全活動の輪が広がり、環境のもたらす恵みを次世代に引き継ぐ 

 
２．将来像の実現に向けて 
 多様な主体の連携及び役割分担、協力により、家庭、学校、職場、地域その他のあらゆる場において、

子どもからシニア世代を含めた大人までのライフステージに応じた環境教育を推進し、環境保全の意欲

を増進。 

 さらに、各主体が積極的に参加し、自ら行動するとともに、相互に連携して行動することにより、相

乗的な効果が発揮されるよう各主体間におけるパートナーシップを構築。 

 

３．将来像の実現に向けた基本的な方向性 
○あらゆる世代の、多種多様な機会・場所における主体的な環境学習を推進。 

○家庭、学校、職場、地域その他のあらゆる場において、環境負荷低減に向けて、主体的・継続的な活

動が実践され、取り組みが広がるように支援。 

○多様なテーマの事業・活動において、「環境」という要素を意識することで、活動の広がりを促進。 

 
４．実施主体と主な役割 
  環境教育等の実施主体である「府民」、「民間団体・NGO/NPO」、「事業者」、「学校」、「行政機関」につ

いて、それぞれの役割を明記。 

第Ⅱ章 基本的な考え方 

大阪府環境教育等行動計画の概要について 

 
１．環境教育等とは 
 「持続可能な社会の構築を目指して、家庭、学校、職場、地域その他のあらゆる場において、環境と
社会、経済及び文化とのつながりその他環境の保全についての理解を深めるために行われる環境の保全
に関する教育及び学習並びに環境保全に関する協働取組」と定義。 

２．環境教育等の必要性 
 環境問題や環境保全に主体的にかかわることができる能力や態度を育成するために重要。 

３．府の環境教育等の取組の経過と国の動き 
 (府)：平成17年３月「大阪府環境教育等推進方針」（旧方針）を策定 
    ６つの柱を立てて、大阪の自然的、文化的、社会的な地域特性を活かした施策を実施。 
 (国)：平成23年６月 改正法「環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律」を公布 など 

４．府における環境教育等の課題等 
 府における環境教育等の実施状況と課題を踏まえ、今後の環境教育等を進める上で必要な事項について
「環境情報の提供」、「連携及び役割分担」、「機会・場の提供」、「協働取組の推進」、「人材の確保とプログ
ラムの整備」ごとに整理。 

５．行動計画の策定について 
平成25年３月 府の環境教育等の現状を踏まえた課題や法改正の趣旨を踏まえ、「旧方針」を 

見直すこととし、概ね10年先（令和４年度）の将来を見据えた「行動計画」を策定。 
 令和元年 月 SDGsの観点等を踏まえた部分改正 
 令和３年７月 環境総合計画の改定を踏まえた表記改正 
 

第Ⅰ章 環境教育等をめぐる状況等 

柱１.情報基盤の充実と連携の強化 

柱３.場の提供・学習機会の提供 

環

境

教

育

等

の

推

進 

・体験型環境学習施設や自然環境フィールド等の場

が提供される 
・体験学習や見学会等、学習の機会が提供される 
・環境問題や環境保全への関心と理解が深まり、具

体の取り組みにつながる 

・環境問題を理解し、保全活動に取り組む人材が育つ  
・各主体による活動と人材をマッチングすることで、

育成した人材が活用される 
・環境保全の活動が広がる 

柱２.人材育成・人材活用 

・環境情報の発信機能が充実し、誰もが環境に関す

る必要な情報を入手できる 
・多様な主体による協働の輪が広がり、連携が強化 

第Ⅲ章 推進方策 

柱４.教材・プログラムの整備と活用 

柱５.協働取組の推進・民間団体等への支援 

柱６.普及啓発 

・多様な主体の連携による協働の輪が広がる 
・環境保全活動に取り組む府民・民間団体等への支

援がなされる 
・環境保全活動に取り組む府民等が増える 

・環境に関するイベント等による環境教育等の普及

啓発が取り組まれている 
・環境問題に対して関心と理解が高まり、環境保全

の活動が広がる 

・多様な教材・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑが整備され、広く活用される 
・環境学習や環境保全活動への理解が深まり、具体

の取り組みに結びつく 

●民間団体、事業者、市町村と連携するなどして環境教育の普及

啓発に努める 

⇒啓発イベントの開催 

⇒家庭や学校等への普及促進 

●環境教育等による人材育成と育成された人材の活動のサポート

に努める 

⇒環境保全活動のﾘｰﾀﾞｰ等の人材育成と人材活用 

⇒環境教育研修の充実 

●環境学習に役立つ教材・プログラムを整備し、広く活動される

よう努める 

⇒既存の環境教育プログラムの改定 

⇒環境教育プログラムの情報発信の強化 

●環境情報基盤を整備・充実し、情報発信に努める 

●環境情報の共有を通じ、各主体のパートナーシップを構築して

いく 

⇒情報の発信・コーディネート機能の充実 

⇒環境NPO等との連携の強化 

●民間団体等への地域における活動の場や環境機会を提供してい

く 

⇒府内の環境教育拠点の活用した場の提供 

⇒体験学習、活動発表会等の開催などの学習機会を提供 

⇒体験の機会の場の認定 

●顕彰等による民間団体等への支援を行う 

●多くの人の参加のもとで、環境保全活動を推進する 

⇒協働取組の推進 

⇒民間団体等へのインセンティブの付与 

⇒民間団体の交流の場と機会の提供 

取組の方向と主な施策 
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